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 3
はじめに 
 
 金融危機がもたらした世界大不況の中、先進国の国内需要が大きく縮小している。
それに対して、受ける衝撃が比較的に小さく、国内需要拡大中の新興国市場が注目
の的となっている。その中でも、4兆円の財政出動で早くも回復に向かっている世
界最大人口を誇る中国国内市場は、グローバル企業が規模拡大を図る際に考慮に入
れねばならぬ存在となっている。日本企業も例外ではない。 
 日本企業による中国でのビジネス展開は、ここ 20年にわたり多くの分野で行わ
れてきた。しかし、今まではそれほど脚光を浴びてはいないが、これからは無限な
潜在力を発揮しようとしている分野がある。それは、中国のネット通販事業である。 
 人口が世界一を誇る中国は、2008年 6月までの統計1でインターネットユーザー
数もアメリカを凌ぎ、世界一となっている。これからも、2桁成長をしていくと予
測される。世界最大規模の市場の消費者でもある中国のインターネットユーザーへ
の工夫は、ビジネスを成功に導く鍵の１つかもしれない。 
 本稿は、まず、中国のインターネットユーザーの状況を分析し、中国のインター
ネットに潜む大きなビジネスチャンスを示す。次に、中国のネット通販市場の現状
を分析し、主要通販サイトを紹介する。さらに、外資企業が中国のネット通販市場
に進出する際の進出方法を検討する。最後に、中国のネット通販市場に進出する際
に直面しなければならないリスク、特に配達リスクを指摘する。 
 本稿を通して、中国のインターネット、特に通販サイトの実態および外資企業の
進出にあたる課題を明らかにすることによって、外資企業が中国の ECビジネスに
進出する際の参考になるように本稿をまとめる。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
1 http://www.cnnic.cn/uploadfiles/pdf/2008/7/23/170516.pdf／2009年 9月時点 
中国インターネット情報センター（CNNIC）発表『第 22回中国インターネット発展
状況統計報告』5ページ参照。中国インターネット情報センター（CNNIC）は、1997
年 6月 3日に成立した非営利目的のインターネット関連のサービス機関であり、中国
国内のインターネット情報センターの職責を担う機関である。中国科学院コンピュー
ターネットワーク情報センターは CNNICの運行と管理の諸活動を担当し、CNNICは、
業務上では情報産業部の指導、行政上では中国科学院の指導を受ける。CNNIC活動委
員会は CNNICの建設や運行、管理に対し、監督評価を行っていく。 
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第１章 中国のインターネット事情 
 
インターネット通販の可能性を探るには、インターネットを利用する人のことを
知ることが必須条件となる。第 1節ではまず中国全土のインターネットユーザー数
の成長状況を把握する。それから、中核ユーザーの消費行為の特徴及び農村ユーザ
ーの成長に焦点を当てることによって、中国のインターネットに潜んでいるビジネ
スの可能性を示す。最後に、ユーザーによる利用目的について、インターネット通
販を中心に述べる。 
 
第１節 全国インターネットユーザー数の急成長 
 
 中国インターネット情報センター（CNNIC）が 2009年 7月に発表した『第 24
回中国インターネット発展状況統計報告』2によると、2009年 06月 30日時点で、
中国のインターネットユーザー数は 3 億 3800 万人となっており、2008 年年末時
点より 4000万人もの増加で半年間の成長率が 13.4％に達しているという。 
この調査は 1998年より、半年おき（1月と 7月）に発表されるため、過去の調
査によるユーザー数推移は図１で示すことができる。このグラフで示されたとおり、
中国のインターネットユーザーは、年々増加しているが、浸透率はわずか 1／４程
度にとどまる。先進国の米国（74.7％）または日本（73.8％）3に比べると、大き
な差が見て取れる。逆に言うと、中国のインターネットユーザーの規模にはまだ大
きな拡大余地が残っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
2 中国インターネット情報センター（CNNIC）のホームページに掲載
http://research.cnnic.cn/img/h000/h11/attach200907161306340.pdf／2009年 9月時
点 
3 （注２サイト参照）『第 24回中国インターネット発展状況統計報告』12ページ 
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図１ 2009年度中国全土インターネットユーザー数推移 
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※『第 24回中国インターネット発展状況統計報告書』11ページを基に作成 
 
第２節 インターネットユーザーの年齢構成と中核ユーザーの特徴 
 
1.2.1 インターネットユーザーの年齢構成 
 
 同報告書によると、インターネットユーザーの年齢構成が年々成熟していく傾向
にある。図２に示されたとおり、2009 年は 2008 年に比べると、特に目立つのは
30－39 歳のユーザーの比率が 3.1%上昇したことである。それに、40－49 歳のユ
ーザーの比率も、わずかではあるが、2008年より 0.3%上昇している。それ対して、
10－29歳の若い世代のユーザーの比率が下落している。 
少子高齢化の傾向も見えてきた中国社会では、現在の若い世代が徐々に年を取っ
ていくにつれて、以上の年齢構成成熟化の傾向も続いていくだろうということが推
測できる。年を取っていくにつれ、収入も段々増えていくとしたら、インターネッ
トユーザー全体の収入水準、言い換えれば販売力も年々上昇していくことがさらに
言える。 
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図２ 2009年度中国全土インターネットユーザー年齢構成 
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※『第 24回中国インターネット発展状況統計報告書』16ページを基に作成 
 
1.2.2 将来のインターネット中核ユーザーの消費特徴 
  
10－29 歳のインターネットユーザーが占める比率が減ったというものの、依然
として 60％を超えており、この人たちはまさにインターネットユーザーの中核と
なっている。この世代は、中国では「80後」と「90後」とも呼ばれており、社会
現象にまでなっている。「80 後」と「90 後」とは、それぞれ 1980 年代生まれと
1990年代生まれという意味合いである。特に「80後」と呼ばれる世代は、中国の
政治環境の変化及び人口政策の二重影響により、特殊な世代となっている。 
 
① 育つ環境が消費意欲に及ぼした影響 
 
まず、1970年代の間に、中国の政治環境ないし経済環境に大きな変動があった。
1966年から 1976年まで 10年間続いた文化大革命は、国内経済を大きく混乱させ、
国民に貧しい生活が続いていた。それがゆえに、1970 年代生まれの世代は、幼い
時代に貧乏な生活を経験していたため、大人になってからも、節約志向の人が多い。 
それから、政権を握った鄧小平氏は中国経済を立て直すために、社会主義市場
経済へ移行させ、1978 年に「改革・開放政策」を施行した。1980 年より５つの
経済特区が順次に設置され、1984 年より 14 の沿海都市が開放された。それらの
政策によって、「一部の人が先立って豊かになる」という理念が実現され、経済特
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区と沿海地域の人々の生活に余裕が出始めた。「改革・開放政策」の恩恵を受けた
地域に限る話ではあるが、それ以降生まれた世代は、70年代生まれの世代とは違
い、生活環境が比較的に整っていた。 
さらに、1970 年代から中国政府が人口増加へのコントロールに目覚め、1982
年に「一人子政策」を基本国策として施行した。よって、1980年代に生まれた世
代はほとんど一人子であり、親の経済力と愛情をすべて独り占めしてきたため、
生活面ではほとんど苦労したことがないといえよう。 
「改革・開放政策」及び「一人子政策」の影響で、1980年代以降に生まれてき
た「80後」と「90後」の世代には、節約志向がほとんどなく、消費行為も比較的
に豪快である。 
特に、大半がすでに自立して収入能力を持つようになった「80後」たちは、消
費行為の豪快さから、「月光族」と呼ばれている。「月」は「毎月」を意味してお
り、「光」は中国語で「なくす」という意味を表す。よって、「月光族」とは、「毎
月もらった給料をすべて使い切る人たち」を意味する。つまり、この世代には、
節約志向が極めて低いことが言える。 
また、インターネット中核ユーザーの 2番目を誇る「90後」はまだ収入能力を
持っていないだけに、消費能力は今の段階では「80後」には及ばないが、彼らの
生まれてきた頃は生活環境がさらに整っていたため、消費意欲の高さと消費行為
の豪快さは「80後」よりもさらに勝っていることが推測できる。 
つまり、インターネット中核ユーザーの消費願望は十分期待できることが分か
る。 
 
②「80後」と「90後」による日本製品に対する需要 
 
「80後」と「90後」はそれまでの世代に比べると、日中戦争が生活環境にもた
らした影響がほとんどないゆえに、反日感情も薄い。 
何よりも、日本製品への嗜好が非常に高い。 
原因の一つとしては、周知の上、ものづくりを世界に誇る日本企業が作った製
品は、品質、性能、デザイン、またはブランド力などの面において、中国製品に
大きな差をつけている。ファッションに敏感で、貯金するより良い物を買いたが
る「80後」と「90後」にはちょうど訴求できるものである。 
もう一つの原因としては、「80 後」は日本のアニメ、ドラマを見ながら育って
きたため、日本文化に大きな影響を受けている。それで、彼らにとって日本は憧
れの国であり、日本製品も高級感があるイメージが定着しているため、日本製品
に対する需要もそれまでの世代よりもずっと大きい。 
それについて、若者がもっとも大きな利用者となる中国最大手の通販サイトタ
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オバオ網（淘宝網、本稿第２章で詳しく紹介する）のアンケート調査によると、
セラー（出店者）の 28.6％が日本製品の仕入れを希望している。この結果はとて
もいい証明となる。 
 
第３節 インターネットユーザーによるネット通販への利用 
 
 同報告書によると、インターネットユーザーによるインターネット利用目的は主
として、情報収集、コミュニケーション、エンターテイメント及びｅコマースの四
種類に分けられているという。全体的に見ると、ｅコマースを除いた三種類の利用
目的はそれぞれユーザーの間に50％以上（コミュニケーション類はBBSを除いて）
の浸透率があるが、ｅコマースの浸透率は未だに 30％以下との低い水準にとどま
っている。 
 とはいえ、世界的不況の逆風の中、中国のネット販売ユーザーが 2008 年 12 月
時点の 7400万人（浸透率 24.4％）から、8788万人（浸透率 26％）に成長し、半
年間の成長率は 18.8％に達している。つまり、約 1/4 のユーザーがネット販売の
値段の安さと便利さに目覚めている。しかし、欧米諸国または韓国のような先進国
では、インターネットユーザーの 3人に 2人がネット販売を利用しているという。
よって、中国のネット通販の利用者数にはまだ大きな成長余地が残っているといえ
よう。 
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 第２章 中国のネット通販市場 
 
第１節 中国ネット通販市場の概況 
 
2.1.1 中国ネット通販市場の規模と成長率 
 
 中国ネット通販市場の規模は、2007 年と 2008 年において２倍以上の急成長を
遂げている。2009年以降の 4年間については、成長率が鈍化していくと予測され
ているが、2012年も 30％以上の成長率を達成できる見込み。 
2007～2012年中国ネット通販市場規模
561
1281.8
2388
3869
5760
7910
113.2%
128.5%
86.3%
62.0%
48.9%
37.3%
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
9000
2007 2008 2009e 2010e 2011e 2012e
億
元
0.0%
20.0%
40.0%
60.0%
80.0%
100.0%
120.0%
140.0%
％
ネット通販取引高 成長率
 
※出所：艾瑞コンサルティンググループ http://www.iresearch.com.cn 『中国ネ
ット通販業発展報告簡易版 2008～2009』（“ iResearch China Online 
Shopping Research Report”）14ページを基に作成 
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2.1.2 中国ネット通販市場発展の歴史 
 
①「C2Cから B2Cへ」の流れ 
 
中国ネット通販の発展は 12 年ほど前から始まったと言われている。形態として
は、B2C（企業間取引）と C2C（消費者間取引）の 2つに分かれる。この 2つの
形態はほぼ同時にスタートしたものの、最初は C2Cサイトのほうが盛んでいた。 
しかし、C2Cビジネスは、莫大の投資のわりに、リターン率が小さく、資本回転
期間が長いというデメリットがある。なぜなら、C2C 取引の物流は顧客自身がア
レンジするため、サイト側が物流からマージンを取ることができないことが大きな
原因となる。それに、C2C 取引の場合、売り手と商品の信用度へのコントロール
も難しく、トラブルが発生しやすいため、管理コストも高まる。実際、C2C 最大
手 4社が揃って利益を出していない状態にあるといわれている。 
そんな現状の中、2007 から 2008 年にかけて、B2C 市場の発展が徐々に目立っ
てきた。金融危機の逆風の中、中国の B2C市場は 2008年において市場規模が 1776
億元に達し、前年比 51.4％の成長を達成した。 
実際、赤字経営であっても、まずは無料の C2C モデルで知名度を作り、それか
らブランド力で B2Cという大きな市場を攻めるという戦略をとっている企業もあ
る。たとえば、中国ネット通販最大手のタオバオ網がもっとも典型的なケースであ
る。 
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2.1.3 中国通販市場の競争状況 
 
① C2C市場の競争状況 
 
C2C市場はほぼ 1社寡占を特徴としている。 
2008年度のデータ4では、タオバオ網（www.taobao.com）は 82.2%以上のシェ
アを占め、圧倒的な優位性でトップを立つ。拍拍網（www.paipai.com）と TOM
易趣（eBay、www.eachnet.com）の 2社はそれぞれ 9.9％と 7.9％で 2位と 3位で
残りのシェアをほとんど占める状況となっている（表 1参照）。 
上記大手 3社は揃えてインターネット大手が出資していることが特徴である。 
 タオバオ網は、グローバルで事業を展開している中国 EC最大手のアリババグル
ープが 4.5億元を投じて作ったサイトであり、中国ネット通販市場を制覇する戦略
の第一歩と思われる。 
 拍拍網は中国のインターネット総合ポータル大手騰迅網が出資して設立したサ
イトである。騰迅網はＱＱという若者向けの人気インスタントメッセンジャーを運
営しており、それを活用した「チャットしながら取引する」方式が若者の支持を得
たため、2005 年設立から 1 年も経たない内に、当時シェア 2 位の ebay易趣を抜
いた。今でも 2位の座を維持している。 
 易趣網はもともと中国人創業者が設立した中国初の C2Cサイトであった。創業
当時は業界トップに立ち、2003 年に世界 C2C 最大手の Ebay に買収され、ebay
易趣と社名変更。しかしその後、無料モデルのタオバオ網が現れたとたん、有料モ
デルの ebay 易趣はあっという間にシェアを奪われ、トップの座を失った。2007
年に香港のメディア大手 TOMグループ（51％出資）と Ebayグループ（49％出資）
が合弁会社を設立し、ebay易趣を同合弁会社の傘下に入れ、TOM易趣と改名。 
 
表１：C2C 主要企業一覧表（2008 年度） 
 設立 シェア 投資側 特徴 
タオバオ網 2003 年 5 月 82.80% アリババＧ100％ 独自の決済システム、出店無料
拍拍網 2005 年 9.90% 騰迅※ チャットしながらの取引 
ＴＯＭ易趣 1999 年 8 月 7.90% TOM51％、Ebay49％ 米 Ebay との共通プラットホーム
※騰迅は中国インターネット大手。 
 
 
 
 
                                                  
4 iResearch 『中国ネット通販業発展報告 2008』より 
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② B2C市場の競争状況 
 
B2C市場は 4社競合の状態となっている（表２参照）。 
 
表２：B2C主要企業一覧表（2008年度） 
  設立 シェア 投資側 特徴 
タオバオモール 2008 年 4 月 20.20% アリババＧ C2C 王者の高知名度とブランド力
京東商城 2004 年 16.10% Capital Today※ 電化製品への特化 
卓越アマゾン 1999 年 2 月 12.10% アマゾン アマゾンの中国展開 
当当網 1999 年 11 月 11.30% ソフトバンクなど 中国版アマゾン 
※Capital Today は中国投資ファンド。 
 
中国インターネット調査会社最大手の iResearchが行った 2008年度の統計によ
ると、タオバオは 2008 年上半期に B2C 市場に参入したばかりにもかかわらず、
ショッピングモールがすでに 20.2％のシェアでB2C部門の１位の座を勝ち取って
いる。電化製品に特化した京東商城はわずかの差で 2位を獲得。3位と 4位はアマ
ゾンの中国子会社卓越アマゾンとアマゾンモデルの中国版といわれている当当網
が占めており、それぞれ 12.1％と 11.3％のシェアを持っている。 
 
図 5 B2Cネット通販の市場シェア（2008年度） 
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出所：野村総研発表資料のデータにより作成 
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図 6：2008年主要 B2Cサイトの売上規模（億元） 
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出所：野村総研発表資料のデータにより作成 
 
もっとも目立つのは無論 2008年 4月新規参入したタオバオのショッピングモー
ルである。参入して 1 年経たず、早くも市場シェア 1 位に上れたことが、タオバ
オのブランド力の大きさを表している。 
実際、CCNIC『2008年インターネット販売調査研究報告』の通販市場全体の認
知度調査では、タオバオは C2C市場での寡占地位により、89.5％の高認知度で他
サイトに圧勝している（図６）。この高認知度をもって、これからタオバオモール
の B2C市場でのさらなる成長が期待できる。 
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図６：インターネット販売サイト認知度 
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出所：CCNIC『2008年インターネット販売調査研究報告』を基に作成 
また、2 位の京東商城も注目を集めている。実際、iResearch が公表した 2009
年第１四半期の B2C 市場統計によると、京東商場は 22.91％のシェアでトップに
上ったと報道されている。当該サイトは 2008年 4月までの統計ではわずか 2.5％
のシェアしかなかったため、シェアの成長スピードがすさまじい。 
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第２節 中国の主要通販サイト 
 
 B2C通販で商品を売るには 2つのパターンがある。 
１つは、B2Cプラットフォームサイトでの出店である。B2Cのプラットフォー
ムサイトとしては、タオバオ網、京東商城、卓越アマゾン及び当当網の大手 4社が
冒頭に挙げられる。 
もう 1つは、小売業者による自社 B2Cサイトの立ち上げである。日本企業の代
表としては、ユニクロが挙げられる。ユニクロの中国における独自販売サイトは、
タオバオ網により企画されたものであり、「Powered by Taobao」というタオバオ
網のサービスの成功例として知られている。 
日本企業が中国のネット通販市場を狙うにも、上記 2つの選択肢がある。いずれ
にせよ、中国の B2Cプラットフォームサイトにかかわることが多いため、それら
の状況を把握する必要がある。 
 
2.2.1 C2Cの絶対的王者：タオバオ網 
 
 タオバオ網の B2C部門を知る前に、ビジネスの原点となる C2C部門について理
解する必要があると思われる。 
 
①沿革と概要 
 
 タオバオ網は中国最大の電子商取引企業、アリババグループが2003年５月に4.5
億円を投資して設立した通販サイトである。 
設立当初は C2Cのみの「タオバオ網」で運営されていた。売り手も買い手も個
人名義でしか登録できないことになっていた。 
中国語では、「タオバオ（淘宝）」とは「お宝を探る」という意味であり、ほかの
人が持っているものの中から自分にとっての「宝物」を見つけようという「タオバ
オ網」のビジネスモデルにぴったりの名前であった。ちなみに、タオバオ網では、
「商品」のことを「宝貝」（中国語の「宝物」）と呼ばれている。 
2008年 4月より、タオバオ網は B2C市場に進出した。 
現在、B2C 部門も含めて、タオバオ網の会員数はすでに 9800 万人を超えた5。
中国全土のインターネットユーザー数は 3.4 億人ほどいるため、3、4 人のうち 1
人のユーザーがタオバオ網の会員登録をしていることとなる。   
売上については、2008年タオバオ網の取引総額は 943億元（約 1兆 3200億円）
                                                  
5 http://list.mall.taobao.com/promotion/activity/zhsh_what.htm／2009年 10月 21
日現在 
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に上り、前年度の 2.3倍であった。6 
 市場シェアに関しては、B2Cを含めたらもちろん、C2Cだけでも 8割以上のシ
ェアをタオバオ網が占めているという。 
 
②タオバオ網人気の秘密 
 
 第一に、手数料無料。C2C 部門での登録、出店及び取引は一切無料となってい
るため、買い手はもちろん、売り手にも手数料の負担がかからないことはタオバオ
網の人気の最大な秘密であろう。 
C2C サイトは、出店手数料と取引手数料を主要収益源とするのが一般的といわ
れている。中国 C2Cサイトのパイオニアといわれている易趣網も、日本の楽天も
そうである。短期的に見ると、手数料を取らないと採算がとれないようにも見える。 
しかし、タオバオ網はもっと長い目で見ていた。無料モデルで手数料を損失した
かわりに、大勢な利用者とともに知名度を手に入れた。また、優れたマネジメント
で安全な取引を保証することによって、ブランドを構築できた。ブランド力を身に
つけた後、それを活かせていくらでも儲けることができるからである。 
第二に、売買双方にとって安全な取引。タオバオ網の親会社であるアリババグル
ープは、アリペイ（Alipay、中国語では「支付宝」）というオンライン支払いサー
ビスを営む子会社を運営している。アリペイは第三者決済プラットフォームであり、
売り手と買い手の双方が安心して取引できる環境を提供している。アリペイの仕組
みは以下となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
6タオバオ網ホームページ http://www.taobao.com/about/intro.php／2009年 10月 21
日現在 
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図７：アリペイ（第三者決済システムの仕組み） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7が示した通り、アリペイは、第三者が代金を買い手から預かってから、売り
手に発送の指示が出され、商品が無事に買い手に届き確認されてから第三者に支払
いの指示が出され、代金が売り手に入金される仕組みである。 
 日本の楽天などの C2Cサイトは、アリペイのような第三者保証決済システムが
なくても、消費者が安心してクレジットカードやネットバンキングなどで前払いす
るため、ビジネスが成り立っている。それは、日本社会全体の安全度と信用度が高
く、ネットショッピングにかかわる犯罪が比較的に少ないからである。 
 しかし、経済レベルと教育レベルに大きな格差が存在する中国では、C2C 取引
における売買双方間の信用度は極めて低い。よって、インターネットセキュリティ
の不安が強く、クレジットカードまたはネットバンキングのようなオンライン決済
だと不正利用の懸念も強い。それがゆえに、第三者保証決済システムが非常に重要
である。 
よって、タオバオ網が普及できたのも、アリペイを主要な決済方式としてるから
である。逆に言うと、タオバオ網を利用する顧客はリスクを回避するために、アリ
ペイを利用することが一般的となっている。 
 実際、iResearch の調査によると、2008 年度のネットショッピング決済は半分
以上アリペイのような第三者決済プラットフォームを通じて行われている（図 8
参照）。 
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図８：ネットショッピングの決済方式（2008年度） 
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出所：野村発表資料のデータにより作成 
 
③収益モデル 
 
タオバオ網は出店および取引には課金しないことにしている。収益源はほかにあ
ると思われる。 
 第一に、広告費。 
タオバオ網で出店するだけでは料金は一切かからないが、それがゆえに店舗数が
急増しつづけている。このように数多くの店舗の中から消費者の注意を引き、売上
を伸ばすために、タオバオ網のホームページに広告を掲載したり、キーワード検索
システムで前に来るようにしたりすることが最も有効的な手段となる。そうしても
らうために、タオバオ網に多額の広告費を支払わないといけない。つまり、タオバ
オで出店するだけなら何にも費用がかからないが、商売繁盛にするためには、大金
をかけないとできない。それがタオバオ網にとって最も大きな収入源といわれてい
る。 
第二に、アリペイの決済手数料。 
タオバオ網で行われる C2C取引におけるアリペイの利用は課金されないが、タ
オバオ網以外のサイトもアリペイを利用することが多くなり、それらの利用に対し
ては、手数料がかかる。タオバオ網自身が出した利益ではないが、アリペイはタオ
バオ網によって全国的な知名度を得て他社からも多く利用されることになったた
め、連結ベースで見るとアリペイが他社から徴収している利益もタオバオ網の効果
によるものとみなされる。 
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第三に、消費者保護保証金の運用収益。 
タオバオ網は消費者を保護するために、売り手自由参加の「消費者保障計画」を
進めている。タオバオ網が参加を希望する店舗に対して資格審査を行い、審査を通
った店舗から保証金を預かる。当該店舗は「消費者保障付店舗」となり、信用度が
高まる。これらの店舗が提供した商品に問題が起こり、顧客に返金する必要がある
時、タオバオ網が保証金からお金を抽出し、すばやく顧客に返金することによって、
顧客の利益が保障される。 
消費者保護保証金は、店舗が「消費者保障計画」から退出すると申し出てから３
ヵ月以内にトラブルが発生しない場合、3ヵ月後に店舗に返還される。保証金の金
額は商品分類によって異なってくる。たとえば、出版物 300元、アパレル 1000元、
デジタルカメラ 2000元など。 
確かに、保証金の金額はそれほど大きくないし、顧客に弁償金として支払う金額
以外の部分は最終的に店舗に返還しないといけないこととなっている。 
しかし、2008年２月までの統計によると、タオバオ網に出店する C2Cの店舗数
は 93 万軒以上に達していたという7。タオバオ網が発表した統計データによると、
2008年 5月まで、「消費者保障計画」に加入した店舗数は 10万軒を超えている8。
店舗ごとの平均保証金金額を 1000 元と想定して計算すると、1 億元（約 14 億円
相当）の資金が無金利でタオバオ側に預かっていることになる。 
しかも、「消費者保障計画」に加入したら、保証金は少なくとも３ヵ月以上タオ
バオ網側に預けることになる。 
よって、金利ゼロで預金を預かっている銀行のように、タオバオ網が保証金を運
用すれば、大きな投資収益が手に入ることが推測できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
7上海偉雅（ECブロガー）の統計による。
http://space.taobao.com/22ae15618cd7f68727ea0ab8742b6c6a/show_blog-13814330 
8出所：http://www.cnshop8.com.cn/zixun/200805069275.html 
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2.2.2 B2Cその１：プラットフォームモデルの代表――タオバオモール 
 
 タオバオモールはタオバオ網の事業部門の一つである。しかし、タオバオ網の従
来の C2Cモデルとはずいぶん変わっていくため、独立した項目として紹介しよう。 
 
① 沿革と概要 
 
2008年 4月より、アリババグループのタオバオ網が HPに「タオバオモール」
を設立し B2C市場に進出した。「タオバオモール」は全種類の商品を取り扱うショ
ッピングモール式となっている。 
C2Cモデルのタオバオ網とは違い、タオバオモールは 100%正規品の品ぞろいを
売りにしている。つまり、タオバオモールに出店できるのは、中国国内の販売免許
を持つ会社または代理店のみである。商品の品質はもちろん、アフターサービスな
どもデパートで購入する時と同レベル。さらに、7日間内なら理由がなくても返品
できるシステムとなっている。 
このような優れた販売条件を提供した結果、進出してから 8ヵ月後、早々と 20％
を超える市場シェアでトップの座に立った。タオバオモールがこのようなすさまじ
いスピードで売上高を拡大できたのは、「タオバオ」の高認知度とブランド力のお
かげでもありながら、独自の収益モデルで多くの大手メーカーを引きつけることに
よって、品ぞろいが豊富でありながら、低価格を維持できたことも貢献している。 
実際、タオバオモールが設立してからわずか 1年間、多くのグローバル製造、小
売大手を含めて、取り扱いブランドはすでに 10,000 個を超えており、提携先も
3,000社となっている。 
 
② 収益モデル 
 
タオバオモールの収益モデルは従来のアマゾンモデルとはずいぶん違ってくる。 
アマゾンモデルは、物流センターと自家倉庫を設けて、商品を仕入れて販売する
小売業である。つまり、仕入値と販売値との差額を稼ぐ仕組みである。このような
モデルだと、価格で競争をしようとする場合、利益を削るか、メーカーに価格交渉
をして仕入値を下げてもらうかしかない。ちなみに、アマゾンの場合、マージンは
約 5％前後と言われている。 
しかし、タオバオモールが実践した収益モデルだと、収益源は販売マージンでは
なく、出店手数料である。つまり、売り手はタオバオではなく、メーカーまたは代
理店自身であり、タオバオはただプラットフォームを提供するだけである。 
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よく考えると、収益をメーカーから取得するという本質においてはそれほど変わ
らないかもしれないが、タオバオは手数料を 0.5％～5％という低レベルに設定す
ることによって、不況時に低コストで販路拡大を望む中小企業から大手企業まで多
くのメーカーが魅了されたのである。実際の商品別手数料率は以下の通りとなる。 
 
表 3：タオバオモール商品別手数料一覧表（一部例） 
商品種目 二次分類 手数料率 
アパレル 全種類 5% 
アクセサリー 全種類 5% 
スポーツ・アウトドア 全種類 5% 
電気ポット 2% 
ヒーター 2% 
髭剃り 2% 
家電 
その他 5% 
粉ミルク、営業品 2% 
オムツ、洗浄、給食用品 2% 
 
マタニティ 
その他 5% 
※タオバオ網ホームページを基に作成 
 
手数料以外にも、毎年 6000 元（約 78,000 円）の技術サービス費が課せられる
が、企業にとってはたいした額ではないと思われる。 
 このような仕組みを構築した狙いは、二つにある。 
まず、肥厚なマージンではなく、量で勝負。格安な手数料で多くの仕入先を引き
付け、豊富な品ぞろいで顧客を増やす。それと同時に、手数料が安くなった分商品
の値段も安く抑えることによって、さらに売上高アップ。この二つの技で市場シェ
アを高め、より多くの仕入先を引き付ける。このようなよい循環で取引量をどんど
ん増やしていくことによって、利益を拡大していく。 
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2.2.3 B2Cその 2：アマゾンモデルの 3C製品への特化――京東商城 
 
① 沿革と概要 
 
 京東商城は 3C 製品（3 種類の電子製品、パソコン Computer、通信機器
Communicationおよび家電製品 Consumer Electronicsの略称）に特化している
が、日用品も少数取り扱っている。 
2009 年第１四半期の統計でトップシェアを占めた B2C サイトは京東商城であ
った。 
京東商城を経営する京東世紀貿易公司は、もともと 12店もの実体店舗を経営し
ていた。しかし、2003 年に、SARS が中国国内に流行することによって、実体店
舗へ訪れる顧客が激減し、全店舗閉店する羽目になった。そこでたまった在庫をイ
ンターネット掲示板の書き込みによって販売をしてみたら、売れ筋が意外によかっ
た。その実経験をもとに 3C製品のネット販売に大きな可能性を感じ、通販サイト
を経営するようになったのである。それから、売上がどんどん上がっていき、2006
年からは毎年 300％～400％の成長率を維持しており、2008年は 13.2億元の売上
を達成したという。2009年度は 40億元、2010年は 100億元と見込まれている。 
しかし、中国における 3C製品のネット販売には特有なリスクが存在する。 
まず、多くのサイトが物流業者に運送を依頼しているが、3C製品は比較的に値
段が高いため、物流業者の配達員による盗難が相次ぎ、通販サイトが損失を被る上、
不着によりサイトの信用度も毀損される。また、着払いの場合、物流業者は POS
機によるカード決済に対応できないため、サイトの決済方式も限られてしまう。 
次に、3C製品の技術革新スピードが速く、製品の世代交替も激しいため、在庫
品価値の目減りも激しいのである。そのため、多くの通販サイトは人気商品以外に
在庫を抱えないことにしており、顧客から注文を受けてから仕入業者から商品を調
達するようにしている。そうすると、顧客から注文が入っても、商品を調達するこ
とができない場合が多く、サイトの信用度が毀損される。 
この 2 つの問題を解決するために、京東商城はアマゾンモデルを適用し、2009
年 3月に 2000万元を投じて物流会社と倉庫（100％子会社の上海圆迈快逓公司、
上海、北京、広州３箇所に物流センターを設置しており、2009年末まで国内に 14
箇所設置）を構築したのである。つまり、製品をメーカーから調達することから顧
客に届けるまでのバリューチェーン全体を自社でカバーすることによって、一連の
流れに潜むすべてのリスクを把握することである。さらに、バリューチェーン全体
の管理によって、すべての無駄をなくし、在庫回転率を 12日間まで圧縮できた。 
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② 収益モデル 
 
 京東商城はアマゾンと同様に、設立から 5年間ほどは規模拡大のために、ほとん
ど利益を出せずに経営してきた。つまり、商品販売のマージンを各種コストを補填
できる程度にとどめることによって、実体量販店に対する価格優位性を拡大し、顧
客の増加だけを狙ってきた。 
 そして、設立５年後の 2008年に年商 13.2億元の実績を達成した後、2009年か
ら、商品の売値を上げ、収益性を改善する方向に踏み出したが、その結果、一部の
顧客が離れた。なぜなら、似たようなモデルをもって参入してきた新規競合相手は、
5年前の京東と同様に、利益が出ないような値段で顧客を奪いにきたのである。 
 それでもこのようなモデルが成立するのは、巨大な顧客基盤を育てることによっ
て、仕入先を引き付けることにある。ネット販売に商品を提供しない主義でいた供
給先も、京東のすさまじい規模拡大に圧倒され、仕入先のリストに入ってくる。よ
って、第 2段階に入ることによって価格優位性をなくしたとしても、小規模な新規
参入者には手に入らない商品供給源は依然として京東の武器となる。 
 しかし、値上げによる顧客離れは売上にどれだけの影響を与えるのかは計り知れ
ないものである。京東商城はこれから 2～3年間で売上規模を 100億元に達成させ、
利益率を 2％まで上げることを目標としているそうであるが、利益の向上と規模の
拡大は同時に達成できるかどうかはわからない。 
 よって、京東は販売以外の分野での利益取得を探っている。広告掲載、ブランド
力と知名度の低い新規商品に対する有料 PR、ユーザーの購入・検索履歴のデータ
蓄積に基づく消費者行動分析サービスなどが新たな収入源になるように模索して
いるという。 
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2.2.4 B2Cその 3：アマゾンの中国展開――卓越アマゾン 
 
卓越アマゾンは、アマゾンが中国のネット通販サイト卓越網を買収してできた会
社である。 
 
① 沿革と概要 
 
 まずは卓越網の歴史を紹介しよう。 
1998年 8月、聯想グループ（英語名、当時は Legend、現在は Lenovo）が 900
万ドルを出資して中国のソフト最大手になった金山ソフト有限公司がネットバブ
ルの波に乗るために、IT関連のサイトを創出しようとしていた。それで、1999年
2 月に立ち上がったのは、IT 情報とソフトウェアのダウンロードを提供するサイ
トの卓越網であった。 
 卓越網は設立当初、金山ソフト有限公司の一つの事業部門であり、メンバーは 5
名しかいなかった。当時の目標は、「中国国内のダウンロード最大手」を目指すこ
とであった。 
 その目標の下に、卓越網が迅速に成長し、半年も経たない内に、CNNICのサイ
トランキングにランクインし、33 位まで上り、国内で有名なソフトウェアダウン
ロードサイトとなった。1999年 8月、卓越網はディスクベースのソフトウェアを
発売し始めた。 
 しかし、IT 情報とソフトウェアを提供するだけだと、投資を受ける一方で、十
分な収益を上げることができなかった。収益モデルを改善するために、2000 年 1
月、卓越網が構造改革され、B2Cネット通販サイトモデルも追加されたのである。   
それと同時に、卓越網が金山ソフト有限公司から独立し、金山ソフトと聯想グル
ープが出資した卓越有限公司（Joyo.com Ltd）が設立された。同社は税率の低い
バージン島に登録し、実際の運営は北京で行っていた。 
それから、卓越網は徐々に IT情報及びソフトダウンロードサービスを停止させ、
ネット通販商品を増やし、2000年 5月に完全なネット通販サイトとなったのであ
る。 
 生まれ変わった卓越網は、「平凡な生活を超越する」というスローガンを掲げ、
サイトのロゴも更新した。最初に取り扱った商品は厳選された書籍及び DVD・ミ
ュージック製品のみであり、その分野に特化するつもりであった。さらに、上海に
物流センターを設置することによって、華東地区でのサービスを強化した。販売手
段もネット通販以外にカタログ通販を追加した。2001年 9月から、収支が均衡し
始めたと公表された。 
 2002年 3月、物流システムを改善するために、卓越自社の配達会社が設立され
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た。この時期から書籍のネット通販に特化された当当網とともに、中国大陸地方の
ネット本屋最大手 2社となった。 
 2002年、聯想グループが運営しているサイトFM365.comが行き詰ってしまい、
ネットバブルとともに消えてしまったのである。それと対照的に、卓越網はうまく
成長していたため、聯想グループが同社株を買い増し、筆頭株主となった。 
 2003年 4月から、物流システムを抱えた卓越網が利益を出し始めたと公表した。
それと同時に、卓越網は広州に物流センターを設立し、華南地区への影響力を拡大
した。 
 2003年 9月、アメリカのヘッジファンド「タイガーファンド」（Tiger Fund）
が卓越網に 5200万元の資本を注入し、聯想グループ、金山ソフトに次ぐ 3番目の
株主となった。その後、卓越網は書籍と DVD・ミュージックに加えて、生活雑貨
も取扱商品に入れた。 
 
② 卓越アマゾンへの移行 
 
 2004年、アマゾン中国はグローバル事業の収益性が落ち込んだため、中国の EC
サイトを買収することによってグローバル部門の収益性を改善することを図ろう
とした。そのために、アマゾンはまず当時シェア No.1の当当網に接触したが、当
当網の創業者は独自成長路線にこだわり、大手の傘下に入ることに抵抗した。それ
で当時 2番手の卓越網と交渉し、最終的に卓越網を買収ことに決定した。それで、
卓越アマゾン(www.amazon.cn )が誕生し、買収金額は 7500万ドルであった。 
 取扱商品の特徴から見ると、卓越網は書籍を中心とした厳選された商品しか仕入
れない少品目に対して、アマゾンは規模を重視した百貨店的な品ぞろいであった。
また、低価格を徹底するために、常に各サイトの価格変化を監視しながら価格を調
整するために、カタログ販売もなくしたのである。つまり、「最高な品ぞろいと最
低な価格」による顧客体験を一番目にするのはアマゾンスタイルであった。 
理念の違いが原因で卓越網の元経営陣が合併から１年後に辞任し、アマゾン側か
ら新経営陣が就任し、卓越アマゾンは卓越網モデルから完全にアマゾンモデルにな
ってしまったのである。 
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③決済方法 
 
 卓越アマゾンは独自の決済システムを持っておらず、決済方法は着払い、ネット
バンキングおよびクレジットカードを主としていた。 
 2008年 7月、同社はアリババグループの子会社アリペイと提携すると発表し、
アリペイも決済方法として利用できるようになった。理由としては、アマゾンがス
ローガンとして掲げてきた「最高な顧客体験」を実現するためだとアマゾンの経営
者が述べていた。   
競合相手とも言えるアリババグループとの提携ではあるが、アマゾンとしては賢
明な決断でもあった。ネット通販の信用度は未だに低い中国においては、アリペイ
のような第三者決済システムを持つことによって、集客力は一段とアップすると期
待できるからである。 
実際、アリペイが利用できてから 3週間も経たないうちに、それを決済方法とす
る取引は 1万件を超えたという。 
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2.2.5 B2Cその 4：中国版アマゾン――当当網 
 
①沿革と概要 
 
1999年 11月、アメリカから帰国した兪渝、李国慶夫婦が中国ネット本屋の第一
号として当当網（www.dangdang.com）を設立した。設立当初は書籍のみのネッ
ト B2C通販モデルであったが、2000年 2月に早くもファンドの投資を受けた。 
2001年 6月、当当網は書籍に加えて DVD・音楽のネット通販も始めた。 
2004 年 2 月、タイガーファンドから 1100 万ドルの投資を受けた。それと同時
に、出版物のみの販売だと成長が限られていることが判明された。2ヵ月後、ファ
ッション商品と雑貨も追加され、ショッピングモール式に移行。 
2006年１月、当当網は B2Cモデルに加えて、タオバオをマネして C2Cプラッ
トフォームの「当当宝」を立ち上げ、C2C市場に進出した。しかし、３ヵ月後、「当
当宝」の運営が失敗により早くも終焉を迎えた。 
2006年 7月、グローバル・ベンチャーキャピタルの DCM、Walden international
及び Alto Globalの 3社からあわせて 2700万ドルの出資を受けた。 
2007年 4月、カシオ、フィリップス、ナイキなど 300社以上の有名ブランドが
当当網と契約を締結し、ネット旗艦店を出店した。 
 
② 実績と収益性 
 
売上について、設立当時から、当当網は毎年 100％の速いスピードで成長し続け、
2009年の成長率は 120％まで上っている。 
 しかし、売上は迅速に成長している一方で、利益は一向に上がらない。2009 年
5 月末に、当当網は創業から 10 年後においてついに黒字転換できたと CEO が発
表した。 
 また、当当網の企業価値について、PE から 10 億円という見積もりが出たと同
社の CEOによって発表された。 
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2.2.6 B2Cトップ 4サイトの比較 
 
① 相違点 
 
上記４サイトを比較してみると、相違点は以下のようにまとめることができる。 
第一に、販売モデル。タオバオ網はプラットフォームを提供しているのみである
ことに対して、その他 3サイトはそれぞれ自社倉庫と物流センターを持つ実体店舗
の小売業に近いモデルである。ちなみに、タオバオ網が出店手数料を徴収するに対
して、ほかの 3サイトは仕入れ値と売り値の差額を稼ぐことを収益モデルとしてい
る。 
第二に、取扱う商品の信頼度。タオバオモール、京東商城、卓越アマゾンは正規
品しか扱わないサイトとして信用度が高いが、当当網はそれを保障していない。 
第三に、決済方法。タオバオ網は自社開発したアリペイを主な決済方法としてい
る；その他 3サイトは自らの決済システムを持っていない。  
 
② 共通の問題点 
 
中国のインターネット B2C販売とともに、上記４サイトも確かにそれぞれ大き
く成長してきた。 
しかし、当該サイトの経営陣がインタービューを受ける際、売上の増幅について
は誇らしく語る一方、収益性についての説明は一切言及しないことになっている。
なぜなら、売上規模は拡大している一方であるが、利益は出ていないからである。
本当のところ、各社は規模拡大のために赤字経営を続けているのが現実である。 
実際、中国の家電量販店のトップとなる蘇寧や国美（実体店舗販売を主とする）
の利益率は 2％ほどしかない。ネット販売各社は規模上それらの実体店舗にかなわ
ないため、供給先からの仕入れ値の優位性をもっていないことに加え、顧客を奪う
ために、より安い値段を提供するしかないことになっている。そのため、利益がさ
らに圧迫されてしまうのである。 
さらに、実体店舗よりはコストが大きく押さえられるとはいえ、自社の物流セン
ターを構築することになると、相当なコストがかかることになる。よって、最初の
段階（5 年間ほど）はゼロ利益で顧客基盤を拡大することだけを狙う B2C 企業は
主流となっている。 
しかし、問題になるのは、第二段階に入ったら、顧客を逃がさずに利益率を上げ
ることは可能であろうか。 
 実際、当当網のように 10年経ってやっと黒字転換する会社も珍しいものではな
い。京東商城も 5年間の規模拡大を経て、ようやく 2％の利益率を目指して密かに
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値上げを実施している。 
 
2.2.7 その他通販サイトの紹介 
 
   前述した大手 B2Cトップ 4サイト以外にも、売上高 5～11位のサイトもそれぞ
れ個性豊かである。各サイトの概要は表 4で示されている。 
 
   表 4：売上高 5～11位のサイト一覧表 
 主要取扱商品 特色 投資先 
麦網 女性ファッション 
国内最大規模の 
女性向けサイト 
Sequoia Capital China 
Vancl  格安男性アパレル アパレル専門サイト No.1 
IDGVC、Ceyuan Ventures、
SAIF Partners 
北斗携帯網 携帯電話 
携帯電話に特化した 
B2C＆B2B、 
携帯関連情報提供、 
ソフトダウンロード 
Highland Capital 
Partners、 
IDGVC 
紅孩子 マタニティ 
自社 PBマタニティ 
製品生産販売 
Northern Light、NEA、
KPDB China 
99網上商城 本 
読書愛好者のクラブ的存在、
著名作家のいる経営陣が話題
国有出版大手数社 
（国家資本） 
夢露時尚網 女性下着 女性下着専門サイト 不明 
PPG 格安男性アパレル 男性アパレル直販のパイオニアTDF、JAFCO Asia、KPCB
 
① 麦網（http://www.m18.com/） 
 
 麦網を運営する会社“麦考林”は 1996年 1月 8日に設立され、中国において初
めて政府許可をもらった外資系カタログ通信販売企業である。 
 “麦考林”は、カタログ、インターネット、テレフォン及び実体店舗など多様な
チャネルを通じた小売を中心事業としている。麦網は、その中のインターネット事
業となる。 
 取扱商品は、女性アパレル、ファッショングッズを中心とするが、現在は化粧品、
雑貨、男性アパレルまで広がっている。 
 資本構成上、アメリカ系ベンチャーキャピタル Sequoia Capital China 9が 5.2億
                                                  
9 中国語名称“紅杉資本中国基金”、略称“紅杉中国”。2005年 9月設立されたアメリ
カ資本のベンチャーキャピタル。10億米ドルおよび 10億人民元の運用総額を誇って
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円を投じて筆頭株主となっている。 
 
② Vancl凡客誠品（http://www.vancl.com/） 
 
 2007年 10月、自社ブランドのネット通販をモデルとしたサイト「Vancl凡客誠
品」が卓越網の創業メンバー陳年氏により立ち上げられた。 
 取扱商品は、最初はビジネスマン向けアパレルであったが、現在は女性・子供ア
パレル、靴、ホーム用品に広がっている。 
立ち上げからわずか 10ヶ月の間、続々と IDG資本（IDG Capital Partners）10、
聯創策源（Ceyuan Ventures）11および軟銀賽富（SAIF Partners）12からの投資を
受けた。 
立ち上げから 2年間も経たない内に、Vancl凡客誠品は中国ネットアパレルブラ
ンドの No.1といわれるようになった。 
 
③ 北斗携帯網（http://www.139shop.com/） 
 
 北斗携帯網は、2000年 5月に運営者の北斗通信器材有限公司により設立された携
帯電話に特化したサイトである。同社は北京にサービスセンター、上海等の国内主要
都市 7ヶ所に子会社、20ヶ所に販売拠点及び物流センターを設置しており、全国にネ
ットワークを張り巡らしている。 
取扱商品は、携帯電話に特化している。サイトの強みとして、商品情報以外にも、
大量な携帯電話業界情報及び携帯電話関連ニュースを掲載しており、さらに、携帯
電話関連ソフトの無料ダウンロードもできるようにしている。 
また、B2C ビジネス以外、2003 年よりメーカーと小売を繋げる B2B サービス
も提供している。設立から 5年目の 2005年において、B2C部門の携帯電話月間販
売台数は 5万台を超え、B2B部門の取引額は 10億元に達していたという。13 
同年、さらに多くのユーザーを取り込むために、北斗携帯網はウォルマートと提
携し、ウォルマートのモール内に実体店舗を設置した。 
2007年、北斗携帯網が米投資ファンドの高原資本（Highland Capital Partners）
                                                                                                                                          
おり、主として中国国内の高成長企業に投資している。実績上多くの中国国内 IT企業
に投資している。 
10 米投資会社 IDGVC Partnersが 1992に中国に設立したベンチャーキャピタル。200
社以上の中国国内企業に投資している。 
11 北京で設立された ITベンチャー向けの投資会社。 
12 2001年設立され、ソフトバンクが運営する投資ファンド。 
13 北斗携帯網ホームページ http://www.139shop.com/contact/index.htm 
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14及び IDGVCから合わせて約 4000万ドルの投資を受けたという15。 
現時点では、北斗携帯網がアジア最大規模の携帯電話 ECサイトに成長している。
しかし、携帯電話市場はすでに価格戦争に入ってしまい、収益性がますます低下し
てきた。今後の展望として、取扱商品を携帯電話以外のデジタル製品に広げ、さらに、
比較的にマージンの厚い航空チケット、ホテル及び花の予約サービスを始めようと計
画しているそうである。 
 
④ 紅孩子（http://www.redbaby.com.cn/） 
 
 2004年 3月に北京紅孩子が設立され、同年 9月にインターネット販売サイトが
スタート。現時点で全国各主要都市において 15社以上の子会社を設置している。 
 取扱商品について、設立当初はマタニティ商品のみであったが、2006年 9月よ
り健康・栄養食品、化粧品、ホーム用品、2008年 4月よりデジタル製品も取り扱
い始めている。 
 2005年、Redbabyの自社 PB（プライベートブランド）商品を生産発売した。 
 2005年 11月と 2006年 11月において、米投資ファンドの Northern Light 16と
NEA17がそれぞれ 2回にわたり紅孩子に対して投資を行った。2007年 6月、KPCB 
China18からも 2500万ドルの投資を受けた。3回の投資は合計 3500万ドルの規模
であった。 
 
⑤ 99網上書城（http://www.99read.com/） 
 
 99網上書城は上海九久読書人文化実業有限公司が運営するサイトである。 
取扱商品は、本を中心に、DVD、ミュージック、ギフトに広がる。取扱う本は、
さらに 9つの分野に分かれている。 
小売事業に加え、読書コミュニティおよび掲示板を設けたり、著名文化人が参加
するオンラインイベントを主催したりしており、読書愛好者が集まるクラブ的なサ
                                                  
14 1988年設立された米投資ファンド。オフィス用品大手の Staplesなどのベンチャー
企業に投資していた。米国以外では、上海、ロンドンなどにも事務所を設置。 
15 http://tech.sina.com.cn/i/2007-02-13/10281382906.shtml（http://www.sina.com.cn 
2007年 02月 13日 10:28中国証券報より転載） 
16 2005年数人の中国人企業家により創立した投資ファンド。米トップファンドの
Greylock Partners 及びNEAと提携関係にある。投資先は中国の TMT企業を主とし、
ハイテクエネルギー及びハイテク農業に広がる。 
17 全称 New Enterprise Associates、1978年に設立された米系ベンチャーキャピタル。 
18 米系ベンチャーキャピタル。 
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イトとなっている。 
 2009年 5月までの統計によると、99網上書城で商品を購入した消費者数は延べ
100万人を超えている。19 
運営会社の上海九久読書人文化実業有限公司は、人民文学出版社、新華書店総店、
対外文化集団等国有企業（国有資本）および多数の著名学者、作家および出版業界
の重鎮たち個人（民間資本）により 2004年 9月に共同出資して設立した出版社で
ある。名誉代表取締役は著名作家の余秋雨氏、代表取締役は出版業界の重鎮黄育海
氏が選任されている。 
 
⑥ 夢露時尚網（http://www.menglu.com/） 
 
  取扱商品は、女性下着を中心に、アパレル、バッグ、化粧品、香水、メンズなど
の分野に広がる。 
  特色として、販売のみならず、出店メーカーのオンライン店舗のデザイン、技術、
マーケティングなどのコンサルティング・サービスも提供している。 
 同サイトの運営企業は中国のシリコンバレーといわれている北京中関村に設立
された北京夢露時尚网絡信息技術有限公司である。同社の情報および資本構成は公
開されていないため、不明である。 
   
⑦ PPG（http://www.ppgcom.com/） 
 
 PPGは 2005年 10月に中国人起業家李亮によって設立されたアパレル直販サイ
ト。デルモデルのアパレルバージョン、自社ブランドアパレル直販のパイオニアと
いわれている。 
資本調達について、2006 年から 2007 年にかけて、グローバル投資ファンド
TDF20、JAFCO Asia21および KPCBがそれぞれ PPGに合計 5000万ドルの投資を
した。 
しかし、PPG は戦略上に大きな欠点があると思われる。同じく自社ブランド直
販ではあるが、PPG をまねして後から立ち上がった VANCL 凡客誠品（本節②で
紹介済み）は、PPG の教訓から学び、同様な事業をさらに効率よく行ってきたと
思われる。具体的には以下の 2点が挙げられる。 
・ 広告宣伝について、PPGはテレビ広告を大量に流すために莫大な広告費用を
                                                  
19 99網上書城ホームページデータ（http://www.99read.com/aboutus/index.html） 
20 中国で活躍する地域的投資会社。TDF China Fund I L.P.と TDF Capital China II 
L.P.との２つのファンドを運営している。 
21 1990年に設立された JAFCOのアジア太平洋地域での投資会社。 
 33
かけており、2006年において広告費不払で広告会社に起訴される騒ぎを起こ
していた。この教訓から学び、VANCL 凡客誠品は格安なインターネット広
告を主としている。 
・ 受注について、PPGは主としてコールセンターによる注文によって販売を行
っており、インターネットを通じて受けた注文は約 2割しかない。それに対
して、VANCL 凡客誠品はインターネット受注を主としている。しかも、
VANCLに比べると、PPGのインターネット対策の不足はほかの事例でも明
らかになっている。グーグルの検索エンジンに「PPG」を入力して検索して
も、検索結果のトップに出てくるのは、VANCLの HPアドレスと「PPGに
行く前に、VANCL に行こう」という宣伝文句。それから続いていくのは、
グローバル塗料大手 PPGのリンクなどであり、アパレルの PPGが現れるの
は、７番目となる。 
実際、2008年度の B2C市場シェアを見てみると（本稿 P12参照）、VANCL凡
客誠品は 4％（第 5位）を占めているのに対して、PPGは 1％（第 11位）しか占
めていない。このような結果になったのは、以上の 2点が原因となっている可能性
がある。 
 国内市場でのシェアの落ち込みを受け、PPG はアメリカ市場に格安商品をもっ
て攻めようとしている。 
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第３章 日本企業による中国ネット通販市場への進出 
 
第１節 ネットショップの構築 
 
3.1.1 既存プラットフォームの利用 
 
 外資企業が中国のネット通販市場に進出するに際して、もっとも便利な手段は中
国国内のネット通販大手が構築してきた既存のプラットフォームを利用すること
である。 
提携相手に有力な候補としては、第2章で紹介したB2C大手4社が挙げられる。
その中でも、一番目に考えられるのは、知名度もネット通販全体売上高も No.1の
タオバオ網と思われる。 
実際、タオバオ網の B2Cプラットフォーム「タオバオモール」はわずか 1年半
の間に、すでに世界中から 3000社以上の企業を集めている。その中で、日本の大
手企業も多数出店している。 
出店の形式は 2通りある。１つは独自の旗艦店を立ち上げ、その旗艦店からタオ
バオモールに出品することであり、もう１つは、中国現地の内資代理店に商品を提
供し、その代理店からタオバオモールに出品することである。タオバオモールに商
品を販売している日本企業も、この 2つの方法を利用している。 
旗艦店を出している日本企業の数はかなり少ない。 
まず、2008年 4月、家電大手の三洋電機はタオバオモールに旗艦店を出し、家
電のネット通販を始めた。理由としては、デパートや電気量販店の場合、店舗面積
が限られているため、店頭に並べる商品の種類もごく一部となり、消費者の多様な
ニーズに対応することができない上、固定費が相当かかるからといわれている。 
また、2009年 4月、アパレル大手㈱ファストリテーリングもタオバオモールに
ユニクロの旗艦店を開いた。販売開始からわずか 10日間で、3万着以上の売上を
達成し、中国のメディアでも話題になっていた。現在、1 日の平均売上は約 40 万
元（約 520 万円）となっているという。また、タオバオ網はタオバオモールでの
旗艦店のみならず、ユニクロの中国公式サイトの作成と運営も引き受け、ユニクロ
の中国ネット販路の構築を全面的にサポートすると発表している。 
さらに、ライター大手の ZIPPO、千趣会の通販ブランドベルメゾンもタオバオモ
ールで専門店を立ち上げている。 
明らかに数が多いのは、旗艦店を出さずに、中国国内の内資代理店を通してタオ
バオモールに商品を提供する形を取る会社である。企業及び製品は表 5でまとめら
れている。 
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表 5：代理店を通してタオバオモールに出品する日本企業及び製品 
企業名 タオバオモールで販売する製品 
カシオ 時計 
キャノン デジタルカメラ 
ソニー デジタルカメラ、ノートパソコン、MP3、ヘッドフォン 
富士フィルム デジタルカメラ 
スズキ ハーモニカ、メロディオン 
 出所：タオバオモール HPに基き整理 
  
上記のように、タオバオモールを販売チャネルとして利用している日本企業はい
まだに 10 社程度であり、タオバオモールを利用する企業の約 0.3％しか占めてい
ない。 
 
3.1.2 自社ショッピングサイトの立ち上げ 
 
 前述通り、既存プラットフォームの利用を通じて販売することには、便利という
メリットがある。 
しかし、いいことばかりではない。当然デメリットも伴う。 
まず、プラットフォームとして利用しているサイトに対するマージンの支払いは
相当なコストとなる。例えば、第 2章で述べたとおり、タオバオモールでの出店は、
売上に比例する手数料及び年間技術サービス料がかかる。 
さらに、プラットフォームを通じて商品を販売すると、その通販サイトにコント
ロールされ、価格、プローモーションなどいろんな面で自由度を失ってしまうので
ある。 
 以上 2点のメリットを考慮に入れると、メーカーにとってのプラットフォームは
あくまでもインターネット市場を開拓する際の切り口に過ぎない。各メーカーは積
極的にプラットフォームサイトを利用していながらも、長期的な目標としては、独
自サイトの立ち上げを視野に入れているはずである。 
とはいえ、今のところ、独自販売サイトを立ち上げた企業は極めて少数派である。
もっとも大きな原因は、おそらく中国の法規制にある。 
 中国で小売業を営むためには、中国の商務部にあたる「工商局」からの許可（「営
業許可証」）が必要となる。また、インターネットで付加価値営利業務を営むため
には、国務院所轄の工業・情報化部にあたる「電信管理局」からの許可「ICP経営
許可証」が必要となる。さらに、化粧品、食品などの特定分野においては、それぞ
れ衛生部などの部門から販売許可を取ることが必要となる。よって、インターネッ
トで小売業を始めるには、この 3つの壁を乗り越えないといけないことになる。 
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① 小売業の「営業許可証」の取得 
 
2004年 4月 16日に公表され、同年 6月 1日に施行された『外商投資商業領域
管理弁法』によると、外資企業が営むことのできる小売業の範囲は「固定地点、ま
たはテレビ、電話、通信販売、インターネット、自動販売機を通じて個人または団
体が消費・使用する貨物を販売し、関連サービスを行うこと」となっている。よっ
て、インターネット販売のために「営業許可証」を取得することが可能だろうと推
測できる。 
しかし、前提条件は、実体店舗があることである。もし実体店舗がない場合、純
粋なネット販売となってしまう。2007 年改訂版の『外商投資産業目録』では、制
限類の中に、卸業・小売取引業の中の「直接販売、通信販売、ネット販売、フラン
チャイズ経営、委託経営、商業管理等の商業会社」が対象とされている。つまり、
外資企業が純粋なネット通販業を営むことが制限されていることとなる。 
では、実体店舗を１つでも開くとしたら、簡単に「営業許可証」を取得できるだ
ろうか。理論的にはできるはずであるが、現実はそう甘くない。実際、「営業許可
証」を取得するための資料を全て揃えて工商局に行ったとしても、まずは電信管理
局で「ICP経営許可証」を取得するように指示されてしまうのである。 
 
②「ICP経営許可証」 
 
 「ICP経営許可証」を取得することは容易ではない。 
 まず、インターネット企業は電信企業の範囲に入るため、『外商投資電信企業管
理規定』に従わないといけない。 
同規定に従い、外資の電信企業が付加価値電信業務を営むためには、登録資本の
最低限度額は 100万元（1300万円）となる。さらに、付加価値電信業務を経営す
る外商投資電信企業の外国投資側における出資比率は、最終的に 50%を超えては
いけないこととなっている。つまり、内資企業と合弁企業を作るしかない。 
 さらに、ネット通販サイトは『互聯網（インターネット）信息服務管理弁法』に
よっても規制されているのである。 
同『弁法』では、インターネット情報サービスは営利目的と非営利目的と分類さ
れている。非営利目的のサービスとは、ネットを通じて無償で公開性、共有性を有
する情報を提供することと定義されている。つまり、企業のホームページのように、
単に情報を提供するだけで、付加価値電信業務を行わないサイトである。このよう
なサイトには、報告記録制度が制定されており、「ICP 備案（登録）」と「ICP 番
号の取得」は要求されているが、「ICP経営許可証」を取得する必要がない。 
それに対して、営利目的のサービスとは、ネットを通じて有償で情報あるいはウ
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ェブ製作などのサービスを提供することと定義されている。オンラインゲーム、人
材紹介、広告などのビジネスを営むサイトのほか、もちろん、ネット通販サイトも
このジャンルに当てはまる。営利目的のサイトは、許可制度が制定されており、原
則として「ICP経営許可証」の取得が前提となっている。 
2007年時点では、すでに 22,000社の企業が同許可証を取得しているという。し
かし、外資企業の取得例は極めて少ない。中国政府は外国資本に対して、ネット通
販産業において大きな障壁を作っている。 
実際、前述の最低登録資本の金額（100万元）と出資比率（50％以下）という 2
つの条件に加え、『電信業務経営許可証管理弁法』では、「省、自治区及び直轄市の
範囲内で経営する場合には、登録資本の最低限度額は 100 万元とするが、全国ま
たは省、市、自治区及び直轄市の範囲をまたがって経営する場合には、登録資本最
低限度額は 1000万元とする」と規定している。 
とはいえ、各地域が同『弁法』についての理解と解釈の相違により、規制が変わ
ってしまう場合もある。例えば、上海市や北京市の通信管理局は、通販サイトにつ
いて「有償で情報を提供し、またはホームページを作成する等のサービス活動」に
該当しないと解釈している。実際、それらの地域では、「ICP経営許可証」を取得
せず、「ICP備案（登録）」だけしてネット通販を営んでいるサイトも散見される。
例えば、北京で備案されているソニースタイル及び上海で備案されている DHC、
ベルメゾン及びユニクロのサイトは「ICP経営許可証」を取得していないまま販売
を開始している。 
だからといって、どのような外資企業もそういった地域で備案のみで自社販売サ
イトを立ち上げられるわけではない。その企業の規模、信用度及び政府との関係な
どによって結果が変わっていくため、あくまでもグレーなエリアとなっている。 
 
③ 特定分野別規制 
 
 特定分野の商品を取り扱うには、さらなる規制がかかってしまう可能性がある。
例えば、化粧品を生産販売する場合、国務院の『化粧品衛生監督条例』に従い、「化
粧品生産企業衛生許可証」の取得が必要となる。 
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第２節  ネット通販の運営主体 
 
 企業が自社の独自サイトを立ち上げる際、運営主体については、企業自身または
代理店に分かれる。どちらにするかは、第１節で述べた規制状況と深く関係する。 
 
3.2.1 自社運営 
 
 自社運営とは、代理店に委託せずに、自力で独自サイトを立ち上げることである。 
第 1節で述べたとおり、外資企業の場合、会社情報の提供のみを目的とした非営
利目的サイトの立ち上げは比較的に簡単であるものの、販売などを目的とした営利
的サイトの立ち上げには、必要となる工商局の「経営許可証」及び電信管理局の
「ICP経営許可証」の取得は非常に難しい。よって、自社運営の形で独自販売サイ
トを立ち上げた外資企業が極めて少ないわけである。 
 実際、前述したとおり、自社運営で独自販売サイトを立ち上げられた日系企業は、
なぜか備案のみで審査を通れたソニースタイル、DHC、ベルメゾン及びユニクロ
くらいである。 
 
3.2.2 代理店への委託運営 
 
自社運営の販売サイトの立ち上げがあまりにも難しいため、多くの企業は代理店
へ委託することによって独自販売サイトを立ち上げている。 
前述した「経営許可証」及び「ICP経営許可証」の取得困難は、あくまでも外資
企業に対する参入障壁を作るための規制であり、内資企業は、そういった許可を簡
単に取得することができる。よって、外資企業は内資企業と代理店契約を交わし、
その内資企業の名義で登録すれば、自社独立サイトの立ち上げが可能である。 
実際、このような手段を取っている企業として、携帯電話大手のノキア、デジタ
ル製品大手のサムソン及び化粧品大手のランコムが挙げられる。 
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第４章 配達サービスにおける中国通販事業のリスク 
 
中国のインターネット通販市場が伸び続けているとはいえ、ユーザーが EC取引
に対する信頼感は依然として低い。EC取引に対する 2009年 7月の CNNICの統
計データによると、インターネットユーザーの内、EC取引が信用できると感じて
いる人はわずか 29.2％である。 
中国のインターネットユーザーが抱える EC取引に対する不信感については、い
ろんな原因が挙げられる。その中の１つは配達サービス品質の低下である。 
 
第１節 中国の配達業界 
 
中国の配達業界はここ数年、10％以上の成長を果たし続けている。2008年のデ
ータに従うと、配達の取扱件数は前年比 53％増の約 3 億件に、売上高は前年比
15.3％増の約 600億元（約 7,800億円）に上っている22。 
このような大きな成長をしているのは、収入の成長に伴う消費者の利便性志向、
配達市場の規制緩和なども挙げられるが、EC市場の成長もその原因のひとつにな
りつつある。図 9で示されたとおり、中国国内の配達合計件数が成長している中、
通信販売関連の配達件数の割合も拡大し続けている。 
 
図 9：通販関連件数が配達合計件数に占める割合 
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※『中国物流発展報告（2008－2009）』P128に基き作成 
 
                                                  
22中国物流与採購聯合会『中国物流年鑑 2009』中国物資出版社 P210 
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しかし、配達市場の規模が大きいものの、配達業界は未だに成熟していない。特
徴としては会社数が多く、各会社の規模が小さいことが挙げられる。 
実際、『中国物流年鑑 2009』によると、2008 年度において国家郵便局及び各自
治区郵政管理局にて登録済みの国内配達業者は 5,659社もあるという。 
全ての配達会社は、①国営企業（例：郵政 EMS）、②民営企業（例：順豊快逓）、
③外資系企業（例：DHL）の 3 つに分類することができる。この中、中国郵政の
関連会社はわずか 23.6％しか占めておらず、残りの 76.4%は全て民営企業と外資
系企業である。 
民営企業と外資系企業の役割から見ると、配達シェアトップ 5（表 6参照）が示
した通り、中国郵政の配達サービス事業「郵政快逓（EMS）」を除いたら、民営企
業と外資系企業はそれぞれ国内配達と国際配達の主力となっている。 
 
表 6：中国配達業界シェアトップ 5 
順位 国内配達 国際配達 
1  郵政快逓23（EMS） 中外運敦豪（DHL）
2 順豊快逓（民営） 郵政快逓（EMS） 
3 申通快逓（民営） FedEx 
4 圓通快逓（民営） UPS 
5 韻達快逓（民営） TNT 
※中国物流与採購聯合会『中国物流年鑑 2009』P211に基き作成 
 
EC 取引がかかわる配達は主として国内配達となるため、EMS 及び民営配達企
業は EC取引の配達安全性の鍵を握っているといっても過言ではない。 
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第 2節 中国配達業界の問題点 
 
前述の通り、中国国内の配達においては、中国郵政の EMS及び国内民営企業が
もっとも大きな役割を果たしている。しかし、これらの民営配達企業のサービス品
質は極めて不安定であるため、トラブルが頻発している。 
2008年 4月～12月の間に中国国家郵政局及び各自治区郵政管理局が受理した消
費者による配達サービスに対するクレームを統計すると、2008 年度各社のクレー
ム発生率は図 9 の通りとなる。第 10 位の EMS（中国郵政所属）を除いたら、全
て分類③の国内民営企業である。その上、シェアトップ 5 入りの民営 4 社は全て
ランクインしている。このトップ 10のリストから、中国の配達業のトップに立つ
民営大手にせよ、国営大手にせよ、サービス品質がかなり低下していることが明ら
かとなる。 
 
図 9：中国国内配達サービスのクレーム率トップ 10企業 
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 ※中国物流与採購聯合会『中国物流年鑑 2009』P215に基き作成 
 
さらに、同統計によると、合計 2260件のクレームはクレーム理由により以下の
8種類に分けることができる（表 7参照）。 
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表 7：国家郵政局及び各自治区郵政管理局へのクレーム分類 
順位 クレーム理由 クレーム件数 比率（％） 
1 時間通りに届かない 871 38.5 
2 貨物の紛失 562 24.9 
3 貨物の損傷 271 12 
4 スタッフの態度が悪い 228 10.1 
5 着払いのトラブル 211 9.3 
6 費用の違法徴収 59 2.6 
7 その他 56 2.5 
8 不合理的なルール設定 2 0.1 
合計 2260 100 
※中国物流与採購聯合会『中国物流年鑑 2009』P213に基き作成 
 
 表 7が示したように、約束した時間通りに届かないことと、貨物の紛失及び損傷
がもっとも顕在化している問題である。それに次いではスタッフの態度問題、着払
い時の代金回収問題などが挙げられる。これらの問題の多くは、スタッフの素質が
原因と推測できるものが多い。 
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第３節 問題点にかかわる規制システムの欠如 
 
以上のトラブルが頻発する原因となる中国配達システムの問題点して、以下 2
点が挙げられる。 
まず、配達関連の法律及び監督システムが未だに充実していないこと。 
配達事業は『郵便法』の管轄範囲に入るはずであるが、配達専門の条例は制定さ
れておらず、許可制度も設置されていなかったため、参入がとても簡単であった。
小規模の零細業者がこれだけ大勢存在すると、性格とサービス品質がそれぞれ異な
っていくため、市場管理が困難となり、統一の基準を浸透させることが難しくなっ
ている。 
一応、中国の配達業界基準としては、SOP という規格がある。SOP とは、
Standard Operation Processの略であり、「配達サービスの標準」という意味であ
る。この規格は、配達サービスのマネジメント及びオペレーション全般を標準化し
ているため、この規格を通っていれば、効率的で正確なサービスができることを意
味する。 
しかし、配達会社の中で、SOP を通ったのはわずか一部である。しかも、SOP
を通った会社だとしても、必ず全てのサービスを SOP通りに行えるわけではない。 
 実際、前述したとおり、配達の紛失、遅延などの事故が相次いで発生しており、
中国人は配達に対する信頼度が極めて低いと推測できる。前述統計データによると、
中国国民が配達サービスに対する満足度の平均点数は、100 点満点とすると 64.9
点となっており、中国の配達サービスの質は未だに低いレベルにあることが改めて
認識できる。 
業界規準として、SOP は制定されているものの、通らなくてもいい規格となっ
ており、強制力がまったくないため、多くの配達会社には未だに浸透していない。
また、配達関連の条例はいくつかあるが、制定されているだけで、実施のフィード
バック及び監督はちゃんと行われていないため、実際な効果は非常に薄いといえる。 
それについて、2009年 4月において、全国人民代表大会常務委員会が『郵政法』
を改定し、配達業界について特別条例を制定すると決定した。それから、2009 年
10月 1日より、新『郵政法』が実行された。 
それまでの『郵政法』に比べてもっとも大きく変わった点は、①特別条例におい
て、配達事業に許可制度を実施し、資本金、サービス能力、安全保障などの面で規
制を強化する方針である；②「自治区内配達は 50グラム以下、自治区を跨る配達
は 100 以下の場合、中国郵政が取り扱うこととなる」という破天荒な規定を織り
込んだとの 2点が挙げられる。目的は、配達業界の法制度の整備を目指すことと推
測できる。同制度の実施に伴い、中国の配達業界のサービス状況が改善されると思
われる。 
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もう 1つの問題点として、配達スタッフの教育が足りないことが挙げられる。中
国は格差社会であり、農村と都市の収入の差が激しく開いている。よって、都市に
は、農村から大勢の出稼ぎが出ており、且つ賃金がローカルの人より安いため、配
達会社がコストを削減するために配達スタッフに大量に採用している。しかし、農
村では未だに教育が普及しておらず、且つ配達会社側の教育制度も充実していない
ため、配達スタッフのモラル・法律意識及びプロフェショナル度が低く、事故や犯
罪が多発している。この問題を解決するにはまだ時間がかかりそうである。 
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第４節 インターネット通販サイトへの影響及びそれらの対応 
 
 インターネット通販最大手のタオバオ網は、自社の物流システムを持っておらず、
外の配達会社に配達を委託してきた。 
 しかし、外の配達会社に委託することによって、いろんな問題が起きている。 
まず、一般の配達会社は春節（旧正月、日本の元旦に相当するもっとも大きな年
中行事）のような連休期間において民間と同様に休みになるため、その期間内のタ
オバオ商品の配達は全て連休明けに伸ばされてしまう。このやり方は連休中に伸び
るはずのタオバオ店舗の売上に致命的な影響を与え、多くの人気店舗が休まざるを
得ない事態となってしまう。 
 さらに、不着、遅延など前述した中国の配達業界にある一般的な課題も当然タオ
バオを困らせている。 
 配達業者の信頼度の低下への対応策として、京東商城や卓越アマゾンなど卸型の
ネット通販大手は自社物流システムを持つことによって配達リスクをヘッジして
おり、サービスの質を一段とアップさせている。しかし、そのかわりに、倉庫や物
流センターを抱えることになるため、高額のコストがかかってしまう。 
 しかし、タオバオのようなプラットフォーム型のサイトは、基本的に在庫を抱え
ないことになっており、且つ莫大な物流コストの発生を避けるべく、未だに自前で
物流をカバーする予定がないようである。 
 とはいえ、物流リスクをヘッジするべく、タオバオもいろんな努力をしている。
一例として、2009年 6月より、タオバオ網が配達会社と組み、中国では馴染みの
ない「着払い」を決済方式に入れた。ポイントは、顧客が届いた商品を確認してか
ら支払いを済ますことにある。そうすることによって、配達段階に発生する商品の
毀損や紛失は全て配送業者の責任となり、タオバオは責任を取らずにすむ上、配送
業者のサービスの質の向上にもつながる。 
 このようなやり方は配達業者側のリスクを増やすこととなり、当然のように、多
くの配達業者が抵抗を示した。しかし、タオバオ関連の配送は 1 日あたり 150 万
件以上24もあるため、一部の業者も妥協をせざるをえなくなっている。2009 年 6
月より、配達大手の順豊速運、特能（中国）、星晨急便及び聯邦快逓が続々とタオ
バオの着払いシステムへの参加を宣言している。 
 このように、中国の通販サイトが配達サービスを改善するために施す努力はこれ
からも続いていきそうである。 
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おわりに 
 
 中国経済の急速な成長とともに、中国のインターネット市場規模およびインター
ネットユーザー数もすさまじいスピードで伸びている。 
インターネットビジネスの中多くの注目を集めているのは通販ビジネスである。
かつて中国人に敬遠されていた通信販売はすばやい速度で消費者に浸透している。
実際、インターネット通販の取引量はまだ商業取引全体のわずか１％しか占めてい
ないといわれているが、これからの成長が見所である。 
 このような環境は、日本のような国内市場が伸び悩む先進国に大きなチャンスを
提供している。中国のインターネット通販市場をうまく利用することができれば、
新たな需要の発見とチャネルの拡大が実現できる。 
 もちろん、前提条件として、中国市場に需要の高い製品を見つけて投入すること
はいうまでもないことであろう。 
 しかし、製品戦略だけではうまく行くはずがない。ほかにもリスクと課題が多く
存在する。 
まず、中国政府は内資企業を応援するために、外資企業の参入に対して多くの障
壁を作っている。そこで内資企業と組まざるをえない状況に必ず出会ってしまう。
そこで、多くの選択肢から信頼できるような提携相手を選び出すことは簡単ではな
い。 
また、中国の規制にはクレーな部分が多く存在しており、その意味で政府との関
係をうまく築くことがとても大事となる。 
さらに、インターネット販売の必須インフラとなる物流システムのリスク。中国
の配達業界は規制面において未だに成熟していないため、サービスの質に大きな格
差が存在する。そこで信頼できる業者を見つけ、コントロールできるように仕掛け
ることはトラブル防止の鍵となる。 
 上記課題を解決できれば、中国でのネット通販ビジネスが成功する可能性が一段
と高まるであろう。 
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